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して最近とみに人気の両者であるが、あまり関係性を論じられることはない。一般には、 ＢＯＰは所得ピラミッドの底辺を 「マーケット」として見るが、逆にフェアトレードは所得ピラミッドの底辺を「サービスプロバイダー （生産者） 」 として見る。しかし、ＢＯＰ層がマーケットにも、またサービスプロバイダーにもなれるのであれば、ＢＯＰ層が作った生産物やサービス ＢＯＰ層が消費するという「ＢＯＰフェアトレード・モデル」を構築することができるのではないか。そこからＢＯＰビジネスとフェアトレード両者のモデル、意義、関連性を考察する。●フェ トレードとは何か？
フェアトレードとは、取引を通して、一
般には 「南側」 の生産者の作った製品を 「北側」の消費者が消費 ことで、 の生産者の社会発展を手助けすることをいう。手工芸品から始まり、のちにコーヒーやバナナ、カカオなどの食品に広まった。現在で
は、とくにフェアトレード先進国であるイギリスなどでは、一般のスーパーマーケットなどでも「フェアトレード認証ラベル」の付いた製品が買えるほどに広まっている。フェア レードは、近年は市場だけでなく、社会的にも大きな存在感を持ち、フェアトレードタウンを標ぼうする自治体が世界中で生まれ、またフェアトレード支 をマニフェストに掲げる政治家も多く生まれている。
フェアトレードの起こりは、途上国で開





だ。ひとつめは、上で挙げたように貧困層を単に「市場」として見る従来の考え方だ。たとえば大手多国籍企業の大衆清涼飲料や、日本起源のうまみ調味料が挙げられる。大衆清涼飲料は、途上国で驚くほどの遠隔地までも入りこみ、市場網を張り巡らせている。うまみ調味 も 東南アジアをはじめ多くの途上国で人々の味覚に浸透し、大きな市場を形成している。筆者が訪れた多くの途上国の農村部でも、小さな売店の店先に小袋入りのう み調味料（もしくは、その模造品）がぶら下がっ のが見られた。ＢＯＰなどと今さら騒がなく 企業は何十年も前から、このようなたくまいビジネスを展開し、利益を上げてきだ。ここでは便宜的にこのＢＯＰビジネスモデルを「旧ＢＯＰ」と呼ぶことにする。
最近になって注目され始めたのは、ＢＯ











言って、そのま だ は言えない。既述した新ＢＯＰのお手本とも言える、農村の貧困層に携帯電話を貸与するこ で通信サービスを提供し、かつ、携帯電話を貸す側の貧困層に雇用を創出するグラミンフォンだが、 これ ついて記された著書 「グラミンフォンと う奇跡」の中でユヌス氏がこう言っている。 「経済学者の には、雇用を創造することが貧困問題の解決策だと言う人がいる。しかし、雇用は正しく造されなければ、貧困を永続させるだけだ。人間としての基本的なニーズを満たす金額以上に稼げないのであれば、雇用は人々を永久に貧困の中に閉じ込めてしまうだろ 。したがって、雇用されるよりも資金を借りて自営することの方が、その人の財政 改善するうえで、ずっ 大きな可能性を持っている。 」「雇用を正しく創造する」という点に関して言えば、フェアトレードこそが、ＢＯＰが注目され 前から、まさ こ 問題に
なけなしの現金まで企業に吸い上げられてしまうビジネスモデルということになれば、むしろ「反社会的」と言えるかも知れない。このように、従来からの旧ＢＯＰモデルと新ＢＯＰとの違いは、 「社会的」な効果の有無に求められるかも れない。しかしながら企業側からすれば、通常のマーケティングの延長上に位置づけられるものに、わざわざＢＯＰという呼称をつけなければならない理由はないだろう。● 「社会的」 とは何か？
しかしそもそもＢＯＰ層を市場ターゲッ


































な違いとしては、フェアトレードは生産者としてのＢＯＰ層のみをエンパワーの対象とするが、新ＢＯＰビジネスにおいては、グラミンフォンなど、イノベーションを通して、消費者としてのＢＯＰ層 もエンパワーすることが特徴だ。 一方、ドは途上国のＢＯＰ層を消費者とすることはないが、代わって先進国の消費者を関与させることで、よりグローバルな潮流を作っている 言えるだろう。
また恩恵を受けるＢＯＰ層の数であるが、







にも少しずつ変化が生じて る。スーパーマーケットによる低価格なプライベートブランド・フェアトレード製品である 今までは先進国の比較的裕福な層だけを狙っていたフェアトレードも、現在ではスーパーマーケットに参入するこ により、規模の経済を生かして低価格化の道を進む が可能となっ 。そのような動きが途上国内で起これば、フェアトレ ドとＢＯＰがつながることもある もしれない。また これはまさにネスレが進めているＰＰＰなのかも知れない。●
フェアトレードとＢＯＰのまとめここまでフェアトレ とＢＯＰビジネ
スのモデル、問題、関係を見てきた。両者とも市場メカニズムを通して、ＢＯＰ層をエンパワーするということが共通した目的だ。新ＢＯＰにおいては、その調達元であるＢＯＰ層への配慮がうたわ 「正しい雇用の創造」につながって る。 点では、フェアトレードと同じゴールを目指ていると言える。これはＢＯＰ層が作った生産物やサービスを、 層が消費するという「ＢＯＰフェアトレードモデル」とも言えるだろう。
ＢＯＰビジネスとフェアトレードの大き
されてきている。表１を見てほしい。表１は、ＨＬＬ（ユニリーバのインド子会社であるヒンドゥスタン・リーバ・リミテッド社）の高級洗剤とＢＯＰ用洗剤（製品名：ホイール） そしてインドでＨＬＬと競合しているニルマ社の洗濯用洗剤（ＢＯＰ向け）の売上、粗利 資本利益率を比較したものである。ＨＬＬはニルマ社がＢＯＰ用に洗剤を販売し、高い 益を上げ のを見て、それまでの高級品でないＢＯＰ向けの製品（ホイール）を販売しだした。
洗剤のような消費財は高マージンが期待
することができない。そのため資本効率と量が重要だ。利幅は低いが販売量が圧倒的に多いため、高い資本利益率 上げることができる。スチュアート・Ｌ・ハートはその著作「未来をつくる資本主義」 なか 、重要なことを言っている。「ＢＯＰで成功するには、どんな指標を使うかが決定的 重要だ。ピラミッドの頂点で使った経営指標 そのままあてはめれば、ほぼ確実にチャンス 潰すことになる」 。従来のフェアトレードモデルは前述したように、まさにピラミッドの頂点狙ったモデルであり、高マージン、高級品粗利益の多いビジネスモデルだ。そ モデルをＢＯＰ層市場 対してそのまま使うことはできないだろう。また、ＢＯＰ層市場を狙う上で重要な「量」 関 も、フェアトレードは通常、大企業ではなく ＮＧＯや社会的な企業によって実施されており
表１　インド洗濯用洗剤市場におけるHLL,ニルマの比較（1999年）
ニルマ HLL（ホイール） HLL（高級ライン）
売上高 （百万ドル） 150 100 180
売上総利益（粗利益） 18% 18% 25%
資本利益率 121% 93% 22%
（出所）「未来をつくる資本主義」より。
